
                      

【記載例 5－2】 連帯債務に係る負担割合について当事者間において取り決めがあるとき 

             （連帯債務に係る負担割合と取得した資産の所有割合が異なるとき） 

 

 

居住開始年月日 平成17年11月20日 

                    （家屋）        （土地等） 

取得対価の額             20,000,000円      25,000,000円 

総床面積又は総面積          100㎡          120㎡ 

居住用部分の床面積又は面積      100㎡          120㎡ 

居住用割合              100％              100％ 

共有                 Ａ・Ｂ 

共有持分               Ａ １／2  Ｂ 1／2 

 

資金の調達状況 

 Ａの自己資金            2,500,000円 

 Ａの単独債務に係る住宅借入金等に関する事項 

   住宅借入金等の内訳   「住宅及び土地等」 

   年末残高（当初借入金額） 4,900,000円（5,000,000円） 

 Ｂの単独債務に係る住宅借入金等に関する事項 

   住宅借入金等の内訳   「住宅及び土地等」 

   年末残高（当初借入金額） 7,300,000円（7,500,000円） 

 Ａ・Ｂの連帯債務に係る住宅借入金等に関する事項 

   住宅借入金等の内訳   「住宅及び土地等」 

   年末残高（当初借入金額） 29,800,000円（30,000,000円） 

   任意の負担割合    Ａ70％  Ｂ30％ 

※ 記載例はＡに係るものである。 

 

 

〔控除額計算明細書〕 
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〔付 表〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 連帯債務に係る負担割合が任意に取り決められている場合には、当該者の負担すべき連帯債務に係る住

宅借入金等の年末残高が当該者の取得した資産に係る取得対価の額を超える場合がある。この場合には、

当該取得した資産に係る取得対価の額に達するまでの部分の金額が当該住宅借入金等の金額となることか

ら、その調整のために⑬欄は、「⑦－⑧－⑨」により計算する。 

（注）２ ⑭欄には、任意の負担割合を記載する。 

（注）３ ⑯欄は、「（⑩＋（⑬と⑮のいずれか少ない方の金額））」を記載する。 
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